
平成25年5月31日

平成２９年６月

企画財政部財政課

秋田市中・長期財政見通し

（平成30-39年度）



金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率

市税 43,509 42,963 △ 1.3 43,203 0.6 43,053 △ 0.3 42,580 △ 1.1 42,820 0.6

地方譲与税等 7,767 7,753 △ 0.2 7,697 △ 0.7 9,521 23.7 9,367 △ 1.6 9,286 △ 0.9

地方交付税 20,303 19,400 △ 4.4 19,304 △ 0.5 18,205 △ 5.7 17,657 △ 3.0 17,714 0.3

臨時財政対策債 5,412 5,162 △ 4.6 5,032 △ 2.5 4,814 △ 4.3 4,534 △ 5.8 4,563 0.7

国庫支出金 19,769 20,631 4.4 22,267 7.9 22,024 △ 1.1 21,476 △ 2.5 21,095 △ 1.8

県支出金 8,354 8,322 △ 0.4 8,253 △ 0.8 8,152 △ 1.2 8,058 △ 1.1 7,973 △ 1.1

市債（臨財債を除く） 5,397 5,404 0.1 5,651 4.6 5,338 △ 5.6 4,980 △ 6.7 4,887 △ 1.9

その他 15,406 15,613 1.3 15,205 △ 2.6 15,380 1.2 15,055 △ 2.1 14,899 △ 1.0

125,917 125,248 △ 0.5 126,612 1.1 126,487 △ 0.1 123,707 △ 2.2 123,237 △ 0.4

義務的経費 66,979 66,995 0.0 67,492 0.7 66,504 △ 1.5 65,377 △ 1.7 65,264 △ 0.2

人件費　　　　　　　 22,962 22,247 △ 3.1 22,435 0.8 21,959 △ 2.1 21,332 △ 2.9 21,247 △ 0.4

うち退職手当 2,662 2,057 △ 22.7 2,380 15.7 2,095 △ 12.0 1,606 △ 23.3 1,644 2.4

措置費 30,180 30,748 1.9 31,105 1.2 31,232 0.4 31,390 0.5 31,541 0.5

公債費 13,837 14,000 1.2 13,952 △ 0.3 13,313 △ 4.6 12,655 △ 4.9 12,476 △ 1.4

うち元金償還 12,633 12,821 1.5 12,784 △ 0.3 12,153 △ 4.9 11,496 △ 5.4 11,318 △ 1.5

経常経費 11,370 11,143 △ 2.0 11,021 △ 1.1 10,900 △ 1.1 10,682 △ 2.0 10,468 △ 2.0

政策経費 48,568 49,245 1.4 50,951 3.5 50,829 △ 0.2 49,032 △ 3.5 48,900 △ 0.3

うち大規模事業以外 43,570 43,232 △ 0.8 43,129 △ 0.2 43,533 0.9 43,167 △ 0.8 43,073 △ 0.2

うち大規模事業 4,998 6,013 20.3 7,822 30.1 7,296 △ 6.7 5,865 △ 19.6 5,827 △ 0.6

126,917 127,383 0.4 129,464 1.6 128,233 △ 1.0 125,091 △ 2.5 124,632 △ 0.4

△ 1,000 △ 2,135 △ 2,852 △ 1,746 △ 1,384 △ 1,395

500 500 1,500 1,500 1,500 1,500

【基金の状況】

11,737 9,631 6,799 6,077 5,806 5,552

34年度(試算)

秋田市中・長期財政見通し

31年度(試算) 33年度(試算)32年度(試算)

財調・減債基金残高見込

29年度
（予算）

30年度(試算)

基金への積戻し等

歳　出　合　計

収支不足額
（財調・減債繰入）

歳　入　合　計

区　　分
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（単位：百万円、％）

金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 増減額 増減率

43,071 0.6 42,288 △ 1.8 42,297 0.0 42,273 △ 0.1 40,076 △ 5.2 △ 3,433 △ 7.9

9,271 △ 0.2 9,257 △ 0.2 9,245 △ 0.1 9,231 △ 0.2 9,219 △ 0.1 1,452 18.7

17,779 0.4 17,809 0.2 17,872 0.4 17,178 △ 3.9 18,168 5.8 △ 2,135 △ 10.5

4,583 0.4 4,602 0.4 4,621 0.4 4,439 △ 3.9 4,561 2.8 △ 851 △ 15.7

20,863 △ 1.1 21,394 2.5 21,680 1.3 21,642 △ 0.2 21,931 1.3 2,162 10.9

7,895 △ 1.0 7,824 △ 0.9 7,761 △ 0.8 7,704 △ 0.7 7,654 △ 0.7 △ 700 △ 8.4

4,763 △ 2.5 4,986 4.7 4,765 △ 4.4 4,773 0.2 4,558 △ 4.5 △ 839 △ 15.5

14,928 0.2 14,620 △ 2.1 14,652 0.2 14,500 △ 1.0 14,011 △ 3.4 △ 1,395 △ 9.1

123,153 △ 0.1 122,780 △ 0.3 122,893 0.1 121,740 △ 0.9 120,178 △ 1.3 △ 5,739 △ 4.6

65,063 △ 0.3 64,843 △ 0.3 64,806 △ 0.1 63,960 △ 1.3 64,160 0.3 △ 2,819 △ 4.2

21,055 △ 0.9 20,943 △ 0.5 20,958 0.1 20,368 △ 2.8 20,459 0.4 △ 2,503 △ 10.9

1,664 1.2 1,677 0.8 1,862 11.0 1,469 △ 21.1 1,654 12.6 △ 1,008 △ 37.9

31,705 0.5 31,876 0.5 32,050 0.5 32,227 0.6 32,409 0.6 2,229 7.4

12,303 △ 1.4 12,024 △ 2.3 11,798 △ 1.9 11,365 △ 3.7 11,292 △ 0.6 △ 2,545 △ 18.4

11,145 △ 1.5 10,866 △ 2.5 10,639 △ 2.1 10,187 △ 4.2 10,135 △ 0.5 △ 2,498 △ 19.8

10,259 △ 2.0 10,054 △ 2.0 9,852 △ 2.0 9,655 △ 2.0 9,462 △ 2.0 △ 1,908 △ 16.8

48,742 △ 0.3 48,949 0.4 48,933 0.0 48,812 △ 0.2 48,702 △ 0.2 134 0.3

42,938 △ 0.3 43,085 0.3 42,992 △ 0.2 42,903 △ 0.2 42,822 △ 0.2 △ 748 △ 1.7

5,804 △ 0.4 5,864 1.0 5,941 1.3 5,909 △ 0.6 5,880 △ 0.5 882 17.6

124,064 △ 0.5 123,846 △ 0.2 123,591 △ 0.2 122,427 △ 0.9 122,324 △ 0.1 △ 4,593 △ 3.6

△ 911 △ 1,066 △ 698 △ 687 △ 2,146

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

5,798 5,915 6,414 6,996 6,155

35年度(試算) 36年度(試算) H29-39

（平成29年６月試算）

38年度(試算) 39年度(試算)37年度(試算)

- 2 - 



 

１ 中・長期財政見通しの意義と目的 

(1) 中・長期財政見通しの意義 

   本市の中・長期財政見通しは、骨格予算編成であった平成２９年度当初予算、

２９年５月補正予算、当初予算の肉付けとなる２９年６月補正予算の合計額を

基礎としつつ、今後見込まれる歳入歳出の増減要素を一定の条件のもと推計し、

３０年度から３９年度までの１０年間における財政の姿を試算したものです。 

中・長期財政見通しの作成に当たっては、「新・県都『あきた』成長プラン」

（第１３次秋田市総合計画）や「新・県都『あきた』改革プラン」（第６次秋田

市行政改革大綱）との整合を図っています。 

 (2) 中・長期財政見通しの目的 

  ①中・長期的な財政収支の見通しを明らかにすることにより、将来に向けた課

題と対応を把握するとともに、財政運営の健全性を確保するための指針とし

て活用します。 

  ②「新・県都『あきた』成長プラン」に掲げた施策・事業を実施するうえでの

財源的根拠とするとともに、「新・県都『あきた』改革プラン」に位置付けた

財政健全化の目標達成に向けた取組を明らかにします。 

  ③市民に対する財政状況の情報提供手段の一つとします。 

 (3) 財政見通し作成の前提条件 

  ①一般会計の２９年６月補正後の予算をベースとします。 

   ②現行の税財政制度および社会保障制度によることを基本としつつ、今後予定

されている制度改正等については、現時点で把握しているものを可能な限り

反映させています。 

 

２ 中・長期財政見通しの内容 

(1) 歳入歳出の推移の見通し（30-39年度） 

   歳入は、根幹を成す市税のほか、地方交付税・臨時財政対策債や市債等も減

少傾向にあり、歳入全体として減少していくと推計しています。 

   歳出は、大規模事業以外の政策経費はほぼ横ばいで推移するものの、義務的

経費、経常経費が減少すると見込んでおり、歳出全体として減少していくと推

計しています。 
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 (2) 歳入の推移の見通し（30-34年度） 

  ①市税 

     ２９年度以降は、個人市民税の給与所得控除の見直しや法人市民税の税率引

下げなどによる税制改正の影響を見込むほか、経済の回復基調による増収を反

映しています。また、人口減少の影響や地価の下落が見込まれることから、市

税は総体的に減少傾向にあると見込んでいます。 
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  ②地方交付税・臨時財政対策債 

     国の地方交付税総額の減少や本市の合併算定替終了の段階的縮減の影響によ

り、減少を見込んでいます。 
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③市債 

     ２９年度以降、施設整備・改修等の事業量に応じて、ほぼ横ばいから減少に

転じると見込んでいます。 
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 (3) 歳出の推移の見通し（30-34年度） 

①人件費 

退職手当による年度ごとの増減はあるものの、人件費全体としては、減少を

見込んでいます。 
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 ②措置費 

障がい者保護費の増加のほか、保育所等への給付費について、３０年度に施

設の増に伴う増加を見込んでいます。 
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 ③公債費 

臨時財政対策債の償還額の増加が見込まれるものの、大規模事業等の償還が

概ね終了することなどにより、減少を見込んでいます。 
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④経常経費 

   ３０年度以降は前年度比△2.0％として見込む一方、３１年度に消費税率の引

上げ等による増加を見込んでいます。 

20

40

60

80

100

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

114 111 110 109 107 105 

億円

経常経費

 

 ⑤政策経費 

    大規模事業以外の政策経費は、事業の終了や人口減少などの要素はあるもの

の、市民生活に必要なサービス水準を維持しつつ、新たな市民ニーズにも対応

するため、事業費をほぼ同程度と見込んでいます。 

また、大規模事業は県・市連携文化施設および泉・外旭川新駅（仮称）の整

備により、３１、３２年度は他の年度と比べ、高い水準となっています。 
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(4) 基金残高の見通し（30-34年度） 
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(5) 市債残高の見通し（30-34年度） 

臨時財政対策債の残高は一定程度増加する見込みですが、臨時財政対策債以

外の残高は今後着実に減少することから、総体的に市債残高は減少していく見

込みです。 
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３ 今後の財政運営 

  毎年度、収支不足が発生することから、歳入の確保はもとより、すべての経費

にわたり徹底した精査を行うなど不断の努力により、歳入規模に見合った歳出構

造を堅持しつつ、市民サービスの向上と財政健全性の確保を両立させる必要があ

ります。 
- 8 - 



 

【用語解説】 

 

合併算定替 

市町村合併後の一定期間に限って、普通交付税の額が合併前の状況における

額より減少しないようにするための特別な算定方法のこと。 

本市の場合、合併後 10 カ年および段階的移行期間５カ年（27～31 年度）に

おいて適用される。 

 

合併特例債 

市町村合併後の地域振興や旧地域間の格差是正などのために起債できる地方

債のこと。 

合併後 10 カ年に限り、市町村建設計画に基づく事業の財源とすることができ

る。 

 

投資的経費 

道路や橋りょう等の基盤整備、学校や公営住宅等の公共施設の建設、災害復

旧費など社会資本の整備に要する経費のこと。 

 

措置費 

生活保護費や障がい者保護費、私立保育所等給付費、児童手当等、法令で定

められた義務的な社会保障関係経費のこと。 

 

公債費 

市債の元利償還金や一時借入金の利子のこと。 

 

経常経費 

各施設の維持管理費や各課所室の事務費、各種システムの保守管理費等の経

常的な経費のこと。 

 

政策経費 

大規模事業以外の政策的な経費のこと。 

 

 大規模事業 

   中・長期財政見通しの作成に当たり、現在、実施に向けて予算措置や構想・

計画策定等がなされているもののうち事業費総額５億円以上の事業を見込んだ

もの。 

 

- 9 - 


